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気候変動の進行に伴い,流域治水施策の整備量や施設数という量的拡大と併せて治水計画や施策の不確

実性の減少という質的充実による治水機能の向上が重要となる．本研究では,太田川水系において小流域

における多点水位観測による流出解析の再現性向上,再現性の良い洪水解析モデルを用いて洪水調節施設

の安全度評価及び洪水流の全エネルギー水頭を用いた洪水リスクの評価,さらに高リスク箇所において堤

防脆弱性指標により堤防破壊のリスクを評価し,堤防余裕高の活用を提案した.また治水計画における不確

実性を整理し，治水計画立案プロセス及び治水計画実施プロセスにおける不確実性への対応について検討

した．今後流量負荷の増加が懸念される中で河道・堤防における安全性の評価方法の確立と余裕高の活用

による堤防機能の質的充実（危機管理型堤防）の実現を目指している. 

 

Key Words:River Basin Disaster Resilience and Sustainability by all,Uncertainty of the flood control 

plan,Total energy head,Levee vulnerability index,Levee hight 
                         

 

１． はじめに 

 

気候変動の影響により,水災害の激甚化する中で，河

川整備基本方針の見直しが行われており，降雨量の増加

により,洪水流量の増加が想定されている.こうした中で

河川対策に流域対策を組み合わせる流域治水が重要と

なっている．流域水害対策計画を策定して流域治水を行

う特定都市河川のみならず一般河川において流域治水を

計画的に着実に実施することが求められる．今後気候変

動の進行に伴い，流域治水施策の整備量や施設数という

量的拡大と併せて,治水計画や施策の不確実性の減少と

いう質的充実による治水機能の向上が治水効果の確保に

おいて重要となる．特に流域,河川において実効性ある

貯留機能の確保や流量負荷の増大が懸念される河道の安

全性の確保は不可欠である1). 

 本研究では，図-1のように多点水位観測により小流域

の水収支から流出形態，流出量を明確にして，洪水調節

施設（貯留機能）の評価を行うとともに，河道において

全エネルギー水頭による水位上昇リスクの評価及び堤防

の破壊の安全性評価を組み合わせ，流域治水機能の質的

向上を図る. 

 
図-1 研究フロー図 

 

２．治水計画の不確実性 

 

 治水計画は，発生頻度が少なく，時空間的に一様でな

い自然現象を対象としており，観測により現象の把握に
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おいて誤差を有した中で立案される.データの取得や解

析方法等基本となるデータにおいて精度向上が重要であ

るとともに，流域対策や河川対策の実施のプロセスにお

ける不確実性を減らし，信頼性の向上が重要である．治

水計画の不確実性について整理すると図-2のように，制

度上，実行上，技術上等の制約等により様々な不確実性

が存在する．ここで対象とする不確実性は，①治水計画

の策定プロセスにおける不確実性：対象となる事象の再

現や計画への反映において生じる実際との差異が許容可

能かどうかの不確かさ，②治水計画の実施プロセスにお

ける不確実性：対象の事象や施設能力等の計画上見込ま

れた数値に対し，様々な条件下で実際に発現もしくは発

揮する数値の差異が許容可能かどうかの不確かさとする．

不確実性が大きいと現実と計画が乖離する．また後者の

不確実性は，前者の不確実性の影響を受ける．このため，

前者の段階で不確実性を減らすことが重要であり，後者

の段階では不確実性を減らすだけでなく，不確実性を有

する機能の補完をしていくことも重要である．流域治水

により，総力戦で流域の施策を増やすことと併せてここ

に示すような治水計画の不確実性に対し，既存のものを

含めた施策の確実性を高めなければ，安定した治水効果

を得ることができない．次章以降に具体的な事例で検討

する． 

 

図—2 治水計画策定と実施のプロセスにおける不確実性 

 

３．太田川水系における治水計画の検討 

 

 一級水系太田川中上流部を対象に，治水計画の策定プ

ロセスの段階として多点水位観測及びALB測量，流出モ

デルによる小流域の流出量の算定のもとに流域水収支を

明らかにして，流域，河川における流出・貯留効果を検

討し，洪水調節施設による下流の水位低下効果を検討す

る． 

さらに，治水計画の実施プロセスの段階として洪水全

エネルギー水頭2)を算出し，計画高水位より高い水位を

生じる可能性のある堤防箇所において，余裕高での堤防

の浸透破壊の安全性評価を行い，余裕高を活用する危機

管理対応型の堤防について考察する． 

 

(1) 太田川流域の洪水予測モデルの作成 

一級水系太田川は，平成17年9月に観測史上最大の洪

水が発生し，図—3のように山間狭隘部からなる中上流部

で氾濫が生じ，輪中堤や地盤の嵩上げなど床上浸水対策

事業が行われたが，河川整備計画3)では更なる対策が必

要とされている．このため，図-4のように主要な本支川

において多点で洪水水位の観測を行い，これより求まる

水面形時系列とALB測量による河床形態を反映した河道

について，準三次元洪水流解析を行い，本川や主要1次

支川の流量ハイドログラフを作成した．その他の支川の

流量ハイドログラフは合成合理式を用い算出した． 

次にこれを用いて流出解析モデル（タンクモデル）を

作成した．小流域毎に観測に基づくデータで定数の同定

が可能なため，流出量を適正に算出できる．そしてタン

クモデルと準三次元洪水流解析により，流域における洪

水予測モデルを構築して，山間狭隘部を氾濫しながら流

下する洪水の特性と洪水調節施設による洪水調節効果の

検討を行った．タンクモデルは，図-5に示すように3段

タンクモデルを用い，1段目の流出孔係数と流出孔高さ

を調整し，2段目，3段目はどの流域も同じ値とした．各

タンクモデルの流出孔係数は図-5のとおりである．定数

の同定は図-6のように令和4年9月洪水で行った．準三次

元洪水流解析は，水深積分モデルの枠組みで非静水圧分

布と3次元流れを評価できるQ3D-FEBS法4)を用いた． 

令和4年9月洪水を対象に図-4に示す多点配置で観測し

たデータを用いて洪水予測モデルを構築し，平成17年9

月洪水で検証を行った．検証結果の一例として図-7痕跡

水位縦断分布図を示す．概ね水位を再現できている．ま

た流出量の検証は，図-8に飯室地点のものを示す．浮子

観測がピークまでなかったので，貯留関数法との比較も

行っており，概ね再現できていることがわかる． 

 
図-3 太田川中上流部 

 
図-4 多点水位観測(R4.9洪水) 
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図-5 タンクモデル及び流出孔係数 

 

図-6 タンクモデルの流出量（柴木川での検証例） 

 

図-7 H17.9洪水痕跡水位縦断分布図(検証計算) 

 

図-8 飯室地区流量（検証計算） 

(2)流域水収支を用いた洪水調節施設の検討 

 構築した洪水予測モデルを用いて計画降雨（1/200，

昭和26年10月波形）のもとに，治水計画を検討した．洪

水は,山間狭隘部において流量波形をほとんど崩さず流

下し，図—9に示すように複数の床上浸水対策事業箇所に

おいて水位が計画高水位より高くなり，飯室地点（距離

29km左岸周辺）で最も計画高水位から高い水位となって

いる．山間狭隘部の河道での水位低下には限界があり，

上流域での洪水調節施設による水位低下が有効と考える．

洪水調節施設につい 

ては，最も水位上昇の厳しい飯室地点より上流域の流域

水収支を算出して検討した．３(1)で述べた方法より算

出した本支川の流量分担を図—10 に示す．これをもとに

効果的な洪水調節を行うことを目指して，約22.4％を分

担する温井ダムのある滝山川に次いで約15.6％の洪水分

担量を担う本川上流域の洪水流量をダムで低減させる案

を考えた．飯室地点での水位を計画高水位以下とするた

め，一定量放流方式の洪水調節量約 2000 万㎥のダムを

本川上流域に設置の可能性を考慮して想定した．温井ダ

ムや樽床ダム等の既存ダムの容量から見て洪水調節容量

約2000万㎥は相当量である．結果，図-11のように水位

は，飯室地点を含む床上浸水対策事業の地点で計画高水

位以下となり，図-9と比較すると全体的に水位低下がわ

かり，洪水調節施設の効果が確認できた．飯室地点では，

図-12 のようにピーク水位が低下して計画高水位を下

回っている．また本支川洪水分担量（図-13）は整備前

の図-10 との比較からダム貯留量が大きく，下流への流

出量も減少していることがわかる．またダムによる貯留

と河道の水位低下により，河道貯留量は減少している． 

治水計画策定の段階から不確実性への対応として，密

な観測とそれを活かした同定，検証を行い，事象再現，

解明に適したモデルを選定することで本支川の流出形態，

流出量の見積もりを適正に行い，信頼性の高い治水計画

の立案に資する．さらに実施の段階において危機管理に

対応する堤防の評価など河道や堤防等の管理を検討する

上で役立て，治水計画の立案から実施まで一貫した考え

方に基づき不確実性の少ない解析を可能にする． 

 

図-9 S26.10洪水水位縦断図(現況河道) 
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図-10 飯室地点上流の本支川洪水分担量 

図-11 S26.10洪水水位縦断図（新規洪水調節施設あり） 

図-12 飯室地点水位ハイドログラフ 

 

図-13飯室地点上流の本支川洪水分担量(新規洪水調節施設有) 

 今回は，密な観測による水面形を出発点とし，タンク

モデルや Q3D-FEBS 法を用い，洪水の流出特性のわかる

流域の水収支を明らかにして，洪水調節施設の効果を適

正に評価できた． 

 

(3)全エネルギー水頭による水位上昇リスクと余裕高活

用に向けた堤防の脆弱性の評価 

太田川中上流の床上浸水対策事業では，平成17年9月

洪水に対し，床上浸水を防ぐとともに，整備による下流

への流量増加も抑制するため，計画高水位の高さで堤防

を整備している．このため，越水を想定し，川表を石張

りの護岸，川裏をブロックマット，天端を舗装している.

本章では，太田川の将来計画（新規洪水調節施設，計画

堤防）を想定して，全エネルギー水頭による水位上昇リ

スクの高い箇所での堤防の浸透破壊の評価を行う．全エ

ネルギー水頭の評価については，福岡らは，三次元洪水

流について底面から水面までの全てのエネルギー分布を

考慮した全エネルギー水頭の評価法を示している2)．こ

こでは，福岡らの方法を用いて算出した全エネルギー水

頭最大値の分布を図—14に示す．距離標17km付近から

71km付近までで計画堤防高を全エネルギー水頭が越えた

のは，支川合流や堰等による影響がある数箇所で，それ

以外では全エネルギー水頭は概ね計画堤防高以下である． 

床上浸水対策事業の対象地区で最も水位の高くなる飯

室地点(29km左岸)において，全エネルギー水頭は，計画

高水位を1.4m高くなるが計画堤防高以下となっている． 

計画堤防の余裕高の活用を想定して浸透破壊の安全性

を検討する．飯室地点の地盤はボーリングデータから玉

石混じり砂礫で透水性が高いと想定されるが，透水係数

の情報が少ない．そこで危険側を想定し，基盤へ浸透せ

ず堤体内へ浸透水が溜まりやすい不透水性基盤として，

それに基づく指標を用いて検討した．検討にあたっては

福岡，田端が不透水性基盤の堤防の浸透破壊を判定する

条件である堤防脆弱性指標𝑡∗5)を用いて判定する. 

𝑡∗ =
5

2

𝑘𝐻𝑇

𝜆𝑏2
 

𝑘(m/sec):堤体の平均透水係数,𝜆:空隙率,𝐻(m):堤防表

法面における高水敷高からの洪水最大水位 𝑏(m)最大水

位になった時の堤防敷幅,𝑇(sec):高水敷高から最大水

位に上昇するまでの洪水継続時間 

判定は，飯室地点の全エネルギー水頭及び計画堤防天

端高での水位の場合を想定した．なお計画堤防高の水位

の場合は，全エネルギー水頭の最高値と同時のタイミン

グで浸透破壊が発生したとして評価する．計画堤防の土

質は，13km下流の堤防の透水係数を参考に𝑘 = 1 ×

10−6𝑚/𝑠𝑒𝑐 とし,𝜆 = 0.4と仮定した．図-15に飯室地

点(距離標29km左岸)の計画堤防を入れた横断面と水位及

び全エネルギー水頭のハイドログラフを重ねて示す．こ

の結果より，図-13に示すb, H，Tの数値から計画堤防天

端の水位の場合，𝑡*= 1.06 × 10-3，全エネルギー水頭の
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場合，𝑡*= 8.84 × 10-4となった．福岡，田端は，堤体浸

透に起因した鬼怒川等の堤防被災の分析と堤防模型被災

実験により，𝑡 *が概ね0.1～1の範囲で堤防決壊,概ね

0.01～0.1の範囲で裏法滑り，概ね0.001より大きい範囲

で堤体漏水が生じていることを示している5).  今回は，

現堤防及び今後の計画堤防の透水係数及び堤防基盤の透

水係数が不明のため，堤体の透水係数を下流部の堤防の

値から仮定し，危険側の不透水性基盤としていることか

ら厳密な判定は難しいが，全エネルギー水頭の場合にお

いて0.001以下，計画堤防高の場合においてほぼ0.001と

なっている．このことから，河川への流量負荷が増加し

ても浸透破壊の可能性は低く，余裕高の活用による流量

対応で概ね問題はないと考える．侵食に関しては，高水

敷の無い山間狭隘部の河道では，既設護岸が計画高水位

まであるため検討しなかったが，今後土砂移動に伴う河

床上昇による全エネルギー水頭の上昇の影響に留意する

必要がある6)．また柳瀬地点（距離21km）は，最高洪水

位が計画高水位より約0.7m低いものの，全エネルギー水

頭は，計画堤防高より約0.2m低いところまで上っている．

山間狭隘部で大きな曲率の蛇行部の頭頂部に位置してい

るため，流速が大きい．しかし，堤内地盤高が高く，最

高洪水位が地盤高に達していないため，全エネルギー水

頭が地盤高に達した時刻を用いて評価を行った．計画堤

防高の場合で，𝑡∗ = 7.10 × 10−4であり浸透問題はない

と言える．水衝部，支川合流部や河川横断構造物の存在

など全エネルギー水頭の高い要因と堤防に及ぼす影響

（越水，浸透，侵食）を考え，地形や背後地等の状況を

踏まえて堤防の安全性を確保するとともに，余裕高に洪

水位が上昇しても浸透破壊等の安全性を確保した危機管

理対応型の堤防(後述)を構築することが重要となる. 

今後，こうした全エネルギー水頭を用いた評価が重要

となってくる．こうした評価を行う上で重要なことは，

河道内の全エネルギー水頭の分布とエネルギーの移動を

流れ(水位，流速)と併せて分析することであり，河道等

で河床変化等何が起きるか，特に計画高水位を超えるよ

うな洪水において想定される現象を読み解く鍵となる． 

 

図-14 S26.10洪水全エネルギー水頭最大値縦断図 

 

図-15 飯室地点(29km)横断図  

水位及び全エネルギー水頭最大ハイドログラフ 

 

４． 不確実性への対応についての考察 

 

(1) 治水計画の策定プロセスにおける不確実性への対応 

太田川中上流部では，本支川の主な流域において多点

で水位観測を行い，タンクモデルによる流出解析モデル，

準三次元洪水流解析モデルを用いて，各流域からの流出

量や流下する洪水流を適正に再現でき，流域の水収支の

把握が可能であることを示した．これに基づき，洪水調

節施設の効果も明確に評価することができ，床上浸水対

策事業箇所の治水計画の実現を可能にする考え方を整理

することができた． 

このように小流域の流出量について，多点水位観測の

データを基に水面形の把握，流量ハイドロの作成，流出

解析モデルの定数同定を行え，小流域の水理データの少

ない方法とは異なり，小流域でのモデルの同定，検証を

行うことで再現性を良くしている．小流域を基本に流域

水収支を把握する方法は流域治水にとって有効である．

そして，小流域を統合した大流域における本川，支川群

を一体とした洪水流の解析が重要となる7）．危機管理型

水位計等により，洪水位の観測が多地点で行うことが可

能となっており，上流域まで含め今後の普及が期待され

る. 

 

(2) 治水計画の実施プロセスにおける不確実性への対応 

 太田川中上流部において，従来の治水計画では評価し

ない全エネルギー水頭(最大)を用いた堤防の安全性の評

価を行った．水位が上がってくると全エネルギー水頭も

著しく大きくなる．水位が計画高水位より低い箇所でも

全エネルギー水頭が計画堤防高に近いところまで達する

場合もあった．洪水流は，支川の合流地点付近や構造物

等の影響区間では，福岡が示したように洪水位が計画高

水位を越える場合が生じ，このとき全エネルギー水頭も

高くなり，堤防天端高を越える可能性が高くなる2)．
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従って水位が一部区間上昇することが起きる．こうした

ことと，今後気候変動による影響,  洪水調節施設の調

節量や超過洪水等の不確実性を考慮すると，水位が計画

高水位もしくは堤防天端高－余裕高すなわち計画高水位

相当を越えると堤防は破堤するという評価をするのでは

なく，余裕高の活用による実質安全度の向上が重要にな

ると考える． 

 堤防は，洪水時の風浪，うねり，跳水等による一時的

な水位上昇や，洪水時の巡視や水防活動を実施する場合

の安全の確保，流木等流下物への対応等に対して余裕の

高さを用意している．この高さを越水，浸透，侵食に対

する安全性の確保や，気候変動や治水計画の不確実性に

伴う河道への流量等負荷の増加への対応や避難活動にお

ける避難時間（リードタイム）の確保等に活用し，これ

を可能にする危機管理対応型の堤防が今後必要とされ

る．水位が計画高水位より上昇しても余裕高の範囲内で

あれば，安全に洪水の流下が可能となるように，堤防の

安全性の評価方法と必要な強化措置の確立が重要であ

る． 

 

５．おわりに 

 

 流域治水機能の質的向上として，①小流域における多

点水位観測とALB測量による詳細な河道測量で洪水の流

出解析の再現性を向上②再現性の良い流域水収支の解析

により洪水調節施設の必要性及び安全度を評価③全エネ

ルギー水頭により水位上昇のリスクを評価④高リスク箇

所において堤防脆弱性指標により堤防破壊のリスクを評

価及び堤防余裕高の活用の提案を行った．貯留を主とし

た流域の対策には不確実性がある中，信頼性の高い河川

対策に力を入れることは重要である．特に今後流量負荷

の増加が懸念される河道・堤防において水位上昇リスク

に対し，堤防破壊に対する安全性を評価し，安全性確保

の上で，余裕高の活用は治水のみならず水防・避難活動

等にも有効な対応となる． 

 最後に治水計画の不確実性の観点からまとめる． 

① 治水計画の策定プロセスにおける不確実性への対応 

 小流域を基本単位に多点水位観測を行い，再現性の良

い流出解析を行う．これにより流域の水収支を明確化し，

治水計画の基本となる流量や貯留量等を的確に把握する．

こうした方法は，小流域の観測データの少ない方法とは

異なり，小流域でのモデルの同定，検証を行うことで再

現性を良くしている．得られた河川への流出量をもとに

準三次元洪水流解析を用いて一次元や二次元の解析では

再現できない複雑な流れ（水位，流速等）を再現するこ

とができる．このように事象の再現精度の向上により不

確実性を減少するのみならず，全エネルギー水頭での評

価など治水の要諦となる現象を把握し，信頼性の高い河

道計画や施設計画を立案する． 

② 治水計画の実施プロセスにおける不確実性への対応 

 再現精度の高い流れ等の事象をもとに堤防脆弱性指標

等様々な評価方法を用いて，河道や堤防等の施設の安全

性を評価することにより，河道・堤防等施設の活用，運

用，管理の最適化を図り，河川管理のみならず防災活動

やまちづくり等に貢献する．特に計画上の確実な機能の

確保のみならず気候変動や流域治水に存在する不確実性

への補完機能の確保も考慮する． 

 流域治水において，整備量や施策数という治水対策の

量的拡大と併せて治水計画の不確実性の減少や施設等の

信頼性の向上という質的充実による治水機能の向上が，

安全を考える上で重要な取り組みとなる． 
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